
会社非訟事件等手続規則（原文は縦書き） 

 

平成一八年二月八日最高裁判所規則第一号 

改正 同一九年四月一一日最高裁判所規則第五号 

同二○年一○月一日同第一○号 

同二四年七月一七日同第九号 

 

会社非訟事件等手続規則を次のように定める。 

会社非訟事件等手続規則 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第九条の二） 

第二章 検査役の選任の手続に関する特則（第十条・第十一条） 

第三章 特別清算の手続に関する特則 

第一節 通則（第十二条―第二十条） 

第二節 特別清算の開始の手続に関する特則（第二十一条・第二十二条） 

第三節 特別清算の実行の手続に関する特則（第二十三条―第三十六条） 

第四章 外国会社の清算の手続に関する特則（第三十七条） 

第五章 会社の解散命令等の手続に関する特則（第三十八条―第四十一条） 

第六章 雑則（第四十二条─第四十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（申立て等の方式） 

第一条 会社法（平成十七年法律第八十六号。以下「法」という。）の規定による非訟事

件の手続（以下「会社非訟事件手続」という。）に関する申立て、届出及び裁判所に対す

る報告は、特別の定めがある場合を除き、書面でしなければならない。 

 

（申立書の記載事項） 

第二条 会社非訟事件手続に関する申立書には、申立ての趣旨及び原因並びに申立てを理

由づける事実を記載するほか、次に掲げる事項を記載し、申立人又は代理人が記名押印し

なければならない。 

一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

二 申立てに係る会社（法第八百六十八条第三項に規定する裁判の申立てに係る事件にあ

っては、社債を発行した会社。以下この章において同じ。）の商号及び本店の所在地並び

に代表者の氏名 



２ 前項の申立書には、同項に規定する事項のほか、次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

一 代理人（前項第一号の法定代理人を除く。）の氏名及び住所 

二 申立てに係る会社が外国会社であるときは、当該外国会社の日本における営業所の所

在地（日本に営業所を設けていない場合にあっては、日本における代表者の住所地） 

三 申立てを理由づける具体的な事実ごとの証拠 

四 事件の表示 

五 附属書類の表示 

六 年月日 

七 裁判所の表示 

八 申立人又は代理人の郵便番号及び電話番号（ファクシミリの番号を含む。） 

九 その他裁判所が定める事項 

３ 検査役の選任の申立てをするときは、申立ての趣旨において、検査の目的を記載しな

ければならない。 

４ 第一項及び第二項の規定にかかわらず、会社非訟事件手続に関し、申立人又は代理人

から第一項第二号又は第二項第二号若しくは第八号に掲げる事項を記載した申立書が提出

されているときは、以後裁判所に提出する当該手続を基本とする手続の申立書については、

これらの事項を記載することを要しない。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 

（申立書の添付書類） 

第三条 前条第一項の申立書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 申立てに係る会社の登記事項証明書 

二 法第七百三十二条の規定による社債権者集会の決議の認可の申立てについては、当該

社債権者集会の議事録の写し 

三 法第八百四十条第二項（法第八百四十一条第二項及び第八百四十二条第二項において

準用する場合を含む。）の申立てについては、法第八百四十条第一項、第八百四十一条第

一項又は第八百四十二条第一項に規定する判決の判決書の写し及び当該判決の確定につい

ての証明書 

四 法第八百四十三条第四項の申立てについては、同条第一項に規定する判決の判決書の

写し及び当該判決の確定についての証明書 

２ 前項第一号の規定にかかわらず、会社非訟事件手続に関し、申立人又は代理人から同

号に掲げる書面が提出されているときは、以後裁判所に提出する当該手続を基本とする手

続の申立書には、これを添付することを要しない。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 



（申立人に対する資料の提出の求め） 

第四条 裁判所は、会社非訟事件手続に関する申立てをした者又はしようとする者に対し、

第二条第一項の申立書及び当該申立書に添付すべき書類のほか、申立てを理由づける事実

に関する資料、申立てに係る会社に関する資料その他会社非訟事件手続の円滑な進行を図

るために必要な資料の提出を求めることができる。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 

（裁判所書記官の事実調査） 

第五条 裁判所は、相当と認めるときは、会社非訟事件手続に関する申立てを理由づける

事実（特別清算の手続に関する法第五百十四条各号に掲げる事由に係る事実を含む。）の

調査を裁判所書記官に命じて行わせることができる。 

（平二四最裁規九・旧第六条繰上・一部改正） 

 

（申立書の写しの提出） 

第六条 法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判の申立てをするときは、申立書に当該各

号に定める者の数と同数の写しを添付しなければならない。 

（平二四最裁規九・追加） 

 

（参加の申出書の送付等） 

第七条 法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判の申立てに係る事件の手続における非訟

事件手続法（平成二十三年法律第五十一号）第二十条第二項（同法第二十一条第三項にお

いて準用する場合を含む。）の書面には、当事者及び利害関係参加人の数に応じた当該書

面の写しを添付しなければならない。 

２ 前項の事件の手続における非訟事件手続規則（平成二十四年最高裁判所規則第七号）

第十五条第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による通知は、非訟

事件手続法第二十条第二項（同法第二十一条第三項（同条第一項の規定による参加の申出

に係る部分に限る。）において準用する場合を含む。）の書面の写しを送付する方法によ

ってする。 

３ 第一項の事件について非訟事件手続法第二十一条第二項の規定による参加の許可の裁

判があったときは、裁判所書記官は、非訟事件手続規則第十五条第三項の規定による通知

をするほか、当事者及び利害関係参加人（同法第二十一条第二項の規定による参加の許可

の申立てをした者を除く。）に対し、同法第二十一条第三項（同条第二項の規定による参

加の許可の申立てに係る部分に限る。）において準用する同法第二十条第二項の書面の写

しを送付しなければならない。 

（平二四最裁規九・全改） 

 



（申立ての変更の取扱い） 

第八条 法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判の申立てについて、申立人が書面で申立

ての趣旨又は原因の変更をした場合には、その変更を許さない旨の裁判があったときを除

き、裁判所書記官は、その書面を当事者（その変更をした者を除く。）、利害関係参加人

及び当該各号に定める者に送付しなければならない。 

２ 法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判の申立てに係る事件の手続の期日において申

立人が口頭で申立ての趣旨又は原因の変更をした場合には、その変更を許さない旨の裁判

があったときを除き、裁判所書記官は、その期日の調書の謄本を当事者、利害関係参加人

及び当該各号に定める者（その期日に出頭した者を除く。）に送付しなければならない。 

（平二四最裁規九・全改） 

 

（申立ての取下げがあった場合の取扱い） 

第九条 終局決定がされる前に法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判の申立ての取下げ

があったときは、裁判所書記官は、その旨を当事者、利害関係参加人及び当該各号に定め

る者に通知しなければならない。終局決定がされた後に同項各号に掲げる裁判の申立ての

取下げがあった場合において、裁判所が取下げを許可したときも、同様とする。 

２ 法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判の申立ての取下げについては、非訟事件手続

規則第四十九条第一項及び第三項の規定は、適用しない。 

（平二四最裁規九・全改） 

 

（抗告状の写しの添付） 

第九条の二 法第八百七十条第二項各号に掲げる裁判に対する即時抗告をするときは、抗

告状に申立人及び当該各号に定める者（抗告人を除く。）の数と同数の写しを添付しなけ

ればならない。 

（平二四最裁規九・追加） 

 

第二章 検査役の選任の手続に関する特則 

 

（報告書の提出期限の定め） 

第十条 裁判所は、検査役が調査の結果を報告すべき期限を定めることができる。 

 

（即時抗告に係る事件記録の送付） 

第十一条 検査役の報酬の額の決定に対する即時抗告があった場合において、原裁判所が

原審の記録を送付する必要がないと認めたときは、非訟事件手続規則第五十三条第二項及

び第六十三条第二項の規定にかかわらず、原裁判所の裁判所書記官は、抗告事件の記録の

みを抗告裁判所の裁判所書記官に送付すれば足りる。 



２ 前項の規定により抗告事件の記録が送付された場合において、抗告裁判所が原審の記

録が必要であると認めたときは、抗告裁判所の裁判所書記官は、速やかに、その送付を原

裁判所の裁判所書記官に求めなければならない。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 

第三章 特別清算の手続に関する特則 

 

第一節 通則 

 

（口頭による報告の許可） 

第十二条 第一条の規定にかかわらず、裁判所は、特別清算の手続に関する報告について

は、当該手続の円滑な進行を図るために必要があると認めるときは、口頭で同条の報告を

することを許可することができる。 

 

（登記事項証明書等の提出の求め） 

第十三条 裁判所は、必要があると認めるときは、特別清算開始の申立てその他の特別清

算の手続に関する申立てをした者に対し、清算株式会社の財産に属する権利で登記又は登

録がされたものについての登記事項証明書又は登録原簿に記載されている事項を証明した

書面を提出させることができる。 

 

（調書） 

第十四条 特別清算の手続における調書は、作成することを要しない。ただし、裁判長が

作成を命じたときは、この限りでない。 

 

（即時抗告に係る事件記録の送付） 

第十五条 特別清算の手続における非訟事件手続規則第五十三条第一項（同規則第七十条

において準用する場合を含む。）の規定による事件の送付は、特別清算裁判所の裁判所書

記官が、特別清算事件の記録を抗告裁判所の裁判所書記官に送付してするものとする。こ

の場合において、裁判所が特別清算事件の記録を送付する必要がないと認めたときは、特

別清算裁判所の裁判所書記官は、抗告事件の記録のみを抗告裁判所の裁判所書記官に送付

すれば足りる。 

２ 前項の規定により抗告事件の記録が送付された場合において、抗告裁判所が特別清算

事件の記録が必要であると認めたときは、抗告裁判所の裁判所書記官は、速やかに、その

送付を特別清算裁判所の裁判所書記官に求めなければならない。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 



（公告事務の取扱者） 

第十六条 公告に関する事務は、裁判所書記官が取り扱う。 

 

（官庁等への通知） 

第十七条 官庁その他の機関の許可（免許、登録その他の許可に類する行政処分を含む。

以下この項において同じ。）がなければ開始することができない事業を営む清算株式会社

について特別清算開始の命令があったときは、裁判所書記官は、その旨を当該機関に通知

しなければならない。官庁その他の機関の許可がなければ設立することができない清算株

式会社について特別清算開始の命令があったときも、同様とする。 

２ 前項の規定は、特別清算開始の命令を取り消す決定が確定した場合又は特別清算終結

の決定が確定した場合について準用する。 

３ 法第五百七十四条第一項又は第二項の規定による破産手続開始の決定があった場合に

おいて、破産規則（平成十六年最高裁判所規則第十四号）第九条第一項の規定による通知

をするときは、裁判所書記官は、当該破産手続開始の決定により特別清算が終了した旨を

も通知しなければならない。 

 

（事件に関する文書の閲覧等） 

第十八条 法第八百八十六条（第五項を除く。）の規定は、第一章及びこの章の規定又は

非訟事件手続規則（同規則において準用する民事訴訟規則（平成八年最高裁判所規則第五

号）の規定を含む。第三項において同じ。）に基づき、裁判所に提出され、又は裁判所が

作成した文書その他の物件について準用する。 

２ 法第八百八十六条第一項又は前項に規定する文書その他の物件の閲覧若しくは謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又はその複製の請求は、当該請求に係る文書その他の

物件を特定するに足りる事項を明らかにしてしなければならない。 

３ 裁判所は、利害関係人の閲覧に供するため必要があると認めるときは、法第八百八十

六条第一項に規定する規定、第一章及びこの章の規定又は非訟事件手続規則の規定に基づ

き書面を裁判所に提出した者又は提出しようとする者に対し、その写しを提出することを

求めることができる。 

４ 前項の規定により書面の写しが提出された場合には、当該書面の閲覧又は謄写は、提

出された写しによってさせることができる。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 

（支障部分の閲覧等の制限の申立ての方式等） 

第十九条 法第八百八十七条第一項の申立ては、支障部分を特定してしなければならない。 

２ 前項の申立ては、当該申立てに係る文書その他の物件の提出の際にしなければならな

い。 



３ 第一項の申立てをするときは、当該申立てに係る文書その他の物件から支障部分を除

いたものをも作成し、裁判所に提出しなければならない。 

４ 法第八百八十七条第一項の規定による決定においては、支障部分を特定しなければな

らない。 

５ 前項の決定があったときは、第一項の申立てをした者は、遅滞なく、当該申立てに係

る文書その他の物件から当該決定により特定された支障部分を除いたものを作成し、裁判

所に提出しなければならない。ただし、当該申立てにより特定された支障部分と当該決定

により特定された支障部分とが同一である場合は、この限りでない。 

６ 前条第四項の規定は、第三項又は前項本文の規定により作成された文書その他の物件

が提出された場合について準用する。 

 

（非訟事件手続規則の適用除外） 

第二十条 非訟事件手続規則第三十五条（民事訴訟規則第四十一条及び第四十二条の規定

を準用する部分に限る。）の規定は、法第八百八十三条に規定する裁判書の送達について

は、適用しない。 

（平二四最裁規九・全改） 

 

第二節 特別清算の開始の手続に関する特則 

 

（費用の予納） 

第二十一条 法第八百八十八条第三項の金額は、清算株式会社の事業の内容、資産及び負

債その他の財産の状況、債権者及び株主の数、監督委員又は調査委員の選任の要否その他

の事情を考慮して定める。 

２ 特別清算開始の命令があるまでの間において、予納した費用が不足するときは、裁判

所は、申立人に、更に予納させることができる。 

 

（特別清算開始の申立てについての裁判の方式） 

第二十二条 特別清算開始の申立てについての裁判は、裁判書を作成してしなければなら

ない。 

 

第三節 特別清算の実行の手続に関する特則 

 

（清算の監督） 

第二十三条 裁判所は、清算株式会社に対して報告書の提出を促すこと又は清算の遂行の

状況に関し問い合わせをすることその他の清算の監督に関する事務を裁判所書記官に命じ

て行わせることができる。 



 

（手続の進行に関する定め） 

第二十四条 裁判所は、清算株式会社の財産の状況、清算株式会社による清算の遂行の状

況その他の事情を考慮して、特別清算の手続の円滑な進行を図るために必要があると認め

るときは、清算株式会社が債権者集会の招集をすべき時期及び協定の申出をすべき時期を

定めることができる。 

 

（清算株式会社による財産目録等の開示） 

第二十五条 清算株式会社は、法第五百二十一条の規定により同条に規定する財産目録等

を裁判所に提出したときは、次の各号に掲げる事由のいずれかが生ずるまで、当該財産目

録等を、その本店において、協定債権者又は株主が閲覧することができる状態に置く措置

を執らなければならない。 

一 特別清算開始の命令を取り消す決定の確定 

二 協定の認可の決定の確定 

三 特別清算終結の決定の確定 

四 法第五百七十四条第一項又は第二項の規定による破産手続開始の決定の確定 

 

（貸借対照表の提出） 

第二十六条 清算株式会社は、特別清算開始後において、法第四百九十四条第一項の貸借

対照表を作成したときは、遅滞なく、これを裁判所に提出しなければならない。ただし、

当該貸借対照表が同条第二項の規定により電磁的記録をもって作成されているときは、当

該電磁的記録に記録された事項を記載した書面を裁判所に提出しなければならない。 

 

（監督委員の選任等） 

第二十七条 裁判所は、監督委員を選任するに当たっては、その職務を行うに適した者を

選任するものとする。 

２ 法人が監督委員に選任された場合には、当該法人は、役員又は職員のうちから監督委

員の職務を行うべき者を指名し、指名された者の氏名を裁判所に届け出るとともに、清算

株式会社に通知しなければならない。 

３ 裁判所書記官は、監督委員に対し、その選任を証する書面を交付しなければならない。 

４ 監督委員は、正当な理由があるときは、裁判所の許可を得て辞任することができる。 

 

（監督委員の同意の申請の方式等） 

第二十八条 監督委員の同意を求める旨の申請及び監督委員の同意は、書面でしなければ

ならない。 

２ 清算株式会社は、監督委員の同意を得たときは、遅滞なく、その旨を裁判所に報告し



なければならない。 

 

（清算株式会社の監督委員に対する報告） 

第二十九条 裁判所は、監督委員が選任されている場合において、必要があると認めると

きは、清算株式会社について、監督委員への報告を要する行為を指定することができる。 

２ 清算株式会社は、前項に規定する行為をしたときは、速やかに、その旨を監督委員に

報告しなければならない。 

 

（監督委員に対する監督） 

第三十条 裁判所は、報告書の提出を促すことその他の監督委員に対する監督に関する事

務を裁判所書記官に命じて行わせることができる。 

 

（監督委員の報酬の額） 

第三十一条 裁判所が定める監督委員の報酬の額は、その職務と責任にふさわしいもので

なければならない。 

 

（調査委員の選任等） 

第三十二条 裁判所は、調査委員を選任するに当たっては、その職務を行うに適した者で

利害関係のないものを選任するものとする。 

２ 第二十七条（第一項を除く。）、第三十条及び前条の規定は、調査委員について準用

する。 

 

（裁判所の許可を要しない行為） 

第三十三条 法第五百三十五条第二項第一号の最高裁判所規則で定める額は、百万円とす

る。 

 

（役員等責任査定決定の申立書等の送付） 

第三十四条 法第五百四十五条第一項の申立てをする者は、当該申立てをする際、申立書

及び証拠書類の写しについて相手方に直送をしなければならない。 

（平二四最裁規九・一部改正） 

 

（議決権に関する定めについての届出） 

第三十五条 清算株式会社は、法第五百四十八条第二項又は第三項後段の規定により各協

定債権について債権者集会における議決権の行使の許否及びその額を定めた場合において、

議決権の行使を許さない旨を定め、又は法第四百九十九条第一項の期間内に申出がされた

債権の額と異なる額を定めたときは、遅滞なく、その旨を裁判所に届け出なければならな



い。 

 

（協定の認可の申立ての方式） 

第三十六条 第一条の規定にかかわらず、債権者集会においてする法第五百六十八条の申

立ては、口頭ですることができる。 

 

第四章 外国会社の清算の手続に関する特則 

 

（特別清算の手続に関する規定の準用） 

第三十七条 前章の規定は、その性質上許されないものを除き、法第八百二十二条第一項

の規定による日本にある外国会社の財産についての清算について準用する。 

第五章 会社の解散命令等の手続に関する特則 

 

（管理人の選任等） 

第三十八条 第二十七条、第三十条及び第三十一条の規定は、法第八百二十五条第二項（法

第八百二十七条第二項において準用する場合を含む。）の管理人について準用する。 

 

（即時抗告に係る事件記録の送付） 

第三十九条 第十一条の規定は、前条の管理人の報酬の額の決定に対する即時抗告があっ

た場合について準用する。 

 

（報告又は計算に関する資料の閲覧等） 

第四十条 第十八条第二項の規定は法第九百六条第一項の資料の閲覧若しくは謄写、その

正本、謄本若しくは抄本の交付又はその複製の請求について、第十八条第三項及び第四項 

の規定は当該資料の閲覧又は謄写について準用する。 

 

第四十一条 削除（平二四最裁規九） 

 

第六章 雑則 

 

（裁判による登記の嘱託等） 

第四十二条 法第九百三十七条及び第九百三十八条第一項から第三項までの規定による登

記の嘱託は、嘱託書に裁判書の謄本を添付してしなければならない。 

２ 法第九百三十八条第四項において準用する同条第三項の規定による登記の嘱託は、嘱

託書に、同項に規定する保全処分を変更し、若しくは取り消す旨の決定の裁判書の謄本又

は当該保全処分が効力を失ったことを証する書面を添付してしなければならない。 



３ 前二項の規定は、法第九百三十八条第五項において準用する同条第三項及び第四項の

規定による登録の嘱託について準用する。 

４ 前三項の規定は、その性質上許されないものを除き、法第九百三十八条第六項におい

て準用する同条第一項から第五項までの規定による登記又は登録の嘱託について準用する。 

 

（会社法の規定を準用する他の法令の規定による非訟事件の手続への準用） 

第四十三条 第一章から前章までの規定は、その性質に反しない限り、他の法令において

準用する法第八百六十八条、第八百七十九条又は第八百八十条の規定により当該規定に規

定する裁判所に係属すべき非訟事件の手続について準用する。 

２ 前条の規定は、他の法令において準用する法第九百三十七条及び第九百三十八条の規

定による登記又は登録の嘱託について準用する。 

（平一九最裁規五・一部改正） 

 

（信託法の規定による非訟事件の手続への準用） 

第四十四条 第一章及び第二章の規定は、その性質に反しない限り、信託法（平成十八年

法律第百八号）の規定による非訟事件の手続について準用する。この場合において、第二

条第一項第二号中「会社（法第八百六十八条第三項に規定する裁判の申立てに係る事件に

あっては、社債を発行した会社。以下この章において同じ。）の商号及び本店の所在地並

びに代表者の氏名」とあるのは「限定責任信託の名称及び事務処理地並びに受託者の氏名

又は名称」と、第三条第一項中「申立書」とあるのは「申立書（限定責任信託に係るもの

に限る。）」と、「次に掲げる書類」とあるのは「申立てに係る限定責任信託の登記に係

る登記事項証明書」と、同条第二項中「前項第一号」とあるのは「前項」と、「同号に掲

げる」とあるのは「同項に規定する」と読み替えるものとする。 

２ 第二十七条、第三十条及び第三十一条の規定は、信託法第百七十条第一項の管理人に

ついて準用する。 

３ 第十一条の規定は、前項の管理人の報酬の額の決定に対する即時抗告があった場合に

ついて準用する。 

４ 第十八条第二項の規定は信託法第百七十二条第一項の資料の閲覧若しくは謄写、その

正本、謄本若しくは抄本の交付又はその複製の請求について、第十八条第三項及び第四項

の規定は当該資料の閲覧又は謄写について準用する。 

５ 第四十二条第一項から第三項までの規定は、信託法第六十四条第五項及び第六項（こ

れらの規定を同法第七十四条第六項において準用する場合を含む。）、第百七十条第五項

（同条第六項において準用する場合を含む。）並びに第二百四十六条の規定による登記又

は登録の嘱託について準用する。 

（平一九最裁規五・追加、平二四最裁規九・一部改正） 

 



（その他の法令の規定による非訟事件の手続への準用） 

第四十五条 第二章の規定は、無尽業法（昭和六年法律第四十二号）第三十一条第三項及

び銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）第四十五条第三項に規定する特別検査人につい

て準用する。 

２ 第四十二条第一項の規定は、組合等登記令（昭和三十九年政令第二十九号）第十四条

第一項から第三項までの規定による登記の嘱託について準用する。 

（平一九最裁規五・追加、平二〇最裁規一〇・一部改正） 

 

附則 

この規則は、法の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成一八年五月一日） 

 

附則（平成一九年四月一一日最高裁判所規則第五号） 

この規則は、信託法（平成十八年法律第百八号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成一九年九月三〇日） 

 

附則（平成二〇年一〇月一日最高裁判所規則第一〇号） 

この規則は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）

の施行の日（平成二十年十二月一日）から施行する。 

 

附則（平成二四年七月一七日最高裁判所規則第九号）抄 

（施行期日） 

第一条 この規則は、非訟事件手続法（平成二十三年法律第五十一号）の施行の日から施

行する。 

（施行の日＝平成二五年一月一日） 

 


